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特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律

－高レベル放射性廃棄物の管理・処分に関して総合的に規定（最終処分法）
－2000年に制定
－目的「発電に関する原子力の適正な利用に資するため」「発電に関する原子力に
係る環境の整備を図」るための最終処分政策実施
→最終処分地選定が原発推進に紐づいている！

－経済産業省が特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（核ごみ基本方針）を
作成・公表

－事業者：NUMO（原子力発電環境整備機構）
→職員や資金はほぼ電力会社から出ている

－処分費用：約4兆円（積立額は現在367.3億円）

経産省HP



日本の高レベル核廃棄物政策

資料：経済産業省（2016）

－原発の運転により使用済み核燃料が発生。原発建屋の貯蔵プールに保管。
－日本は使用済み燃料を再処理し、ウランやプルトニウムを燃料として再利用しつつ、
その過程で発生する高レベル放射性廃液をガラス固化した上で処分。全量再処理。

－製造直後のガラス固化体は20秒そばにいただけで死亡するほどの放射線量
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日本の高レベル核廃棄物政策
－六ヶ所再処理工場は26回目の稼働延期。2016年にもんじゅ廃炉決定。プルサーマル
発電により生じる使用済みMOX燃料の再処理は技術的に不確実
→事実上核燃サイクルは破綻
→核燃料サイクルを詳しく知りたい方は当室の特設サイトへ：http://cnic.jp/rep/

図：FoE Japan（2022）を修正



日本の高レベル核廃棄物政策

資料：包括的技術報告書（2021）

－ガラス固化体は約2500本。現有の使用済み核燃料をすべて再処理すれば2万6000本。
－最終処分場に4万本以上を処分。プルトニウム400~500トン発生（原爆5万発以上！）
－その他、TRU廃棄物も処分。
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日本の使用済み核燃料貯蔵状況

資料：NUMO（2021）

－使用済燃料貯蔵量は計1万9000トン。貯蔵容量は2万4000トン。約80％占有。
－青森県六ケ所村の再処理施設にある貯蔵施設には約3000トンあり、ほぼ満杯
－核燃料サイクルを放棄をすると、約3000トンが送り返され、原発運転に支障
－5年後には関西電力の5基（美浜・高浜・大飯）でほぼ満杯
－福井県の意向で関西電力はサイト内の乾式貯蔵進まず→このままでは原発が停止する
→政府も電力会社も責任回避と原発の継続のため破綻した核燃料サイクルを維持したい



地層処分

資料：経済産業省（2016）

－地下300~500ｍに処分。10万年の隔離必要
－人口バリアと天然バリアの多重バリア
－地下施設：10k㎡程度の地下空間領域
－地上施設：廃棄体の受入・検査・封入施設、
緩衝材製作施設、排水処理施設など２k㎡

－2017年には科学的特性マップ公表
－批判的専門家を交えた大々的な議論欠如

7資料：NUMO（2022）



操業の全体像



現在の核ごみ基本方針

－2015年に制定
－現世代の責任として将来世代に負担を先送りしない
－地層処分が現時点において最も有望
－事業の実現が社会全体の利益、調査実施地域に対し敬意や感謝の念を広く共有
－文献調査や概要調査を受け入れた広域及び基礎自治体の長の意見を聴き、十分に尊重
－文献調査実施地域での「対話の場」設置：多様な関係住民が参画し、最終処分事業に
ついて、情報を継続的に共有し、対話を行う場

－調査受け入れ地域の自立的発展や住民との共生のために電源三法交付金を交付



処分場選定プロセス
－３段階の処分地選定プロセス：文献調査・概要調査・精密調査
－文献調査：過去の地震等の履歴、活断層・火山の位置などの文献を調査。2年程度。
－交付金：文献調査には2年で20億円、概要調査には4年で70億円
－首長による申し込みと国による申し入れの2種類
－各段階の次に進む場合には「都道府県知事と市町村長のご意見を聴き、尊重」し、
「当該都道府県知事又は市町村長の意見に反して先へ進まない」

－選定過程の問題点
・交付金目当ての首長の独断専行を防止する手立てがない→地域の分断へ
・「意見に反して先へ進まない」としているが、調査の撤回ではなく自治体に拒否権もなし

経産省（2022）



寿都町の応募と進む地域の分断

－2020年8月13日に北海道寿都の片岡町長が住民に周知せず突然文献調査応募検討表明
→1週間後、反対の住民組織「子どもたちに核のゴミのない寿都を！町民の会」
（町民の会）結成」

－町民の会は署名運動、住民投票要求など展開するも、町長は10月に応募を強行
－住民投票条例制定も50％以上の投票率で開票
－2021年10月、片岡町長が調査反対派を破り再選
－最近他地域で応募があれば勉強会開催の意思、住民投票は明言せず
－地域の分断：賛成・反対に分かれ、会話なくなる。賛成派・反対派の店に行かない。

www.nippon.com



対話の場
－目的：適切な情報提供の下、地層処分や町の将来について議論を深める
－運営：NUMOと自治体（事業者や応募自治体の都合のいい運営が可能）
－構成員：寿都町では町役場指名により調査賛成派で構成。
－対話の場の理念：聞こえはいいが、順守されていない
→町民の会は強い不信感「一方的な事業説明」「住民懐柔」「町づくりに介入するな」
「分断をもたらした組織が町づくりに関わるなんて許せない！」

原子力産業新聞

NUMO（２０２２）



核ごみ基本方針改定の動き
－2023年2月10日の最終処分関係閣僚会議で基本方針改定案公表。4月には閣議決定か。
－関係府省庁連携で国を挙げた調査地域拡大・加速化へ
－交付金による誘導と秘密裏の交渉は変わらず
－地域分断の拡大・加速化が生じうる
－寿都の分断から何も学んでいない！

経産省（２０２３）



今後の展開
－2か月後、地層処分技術WG終了か
－その数カ月後、NUMOが文献調査報告書作成？
－報告書が完成したら、1カ月間、北海道で縦覧及び説明会開催
－縦覧及び説明会終了後、2週間、市民の意見提出
－意見提出後、NUMOが北海道知事と寿都町・神恵内村に見解を示した書類送付
－北海道知事がどう意見陳述？寿都町での住民投票はいつ？

地層処分
技術WG

文献調査
報告書作成

報告書の
縦覧及び
説明会

市民の
意見提出

北海道知事
と寿都町及
び神恵内村
首長が意見2か月後？ 数カ月後？ 1か月 2週間 ？



前提から誤った高レベル核廃棄物政策

－原発の継続運転のための処分場探しという目的は正しい？
－交付金誘導でいいの？
－核燃料サイクル＋使用済み核燃料の全量再処理：環境・経済・技術的に合理的？
－ガラス固化体4万本以上処分想定：プルトニウム400トン以上発生許容できる？
－地層処分は本当に可能？科学的特性マップは科学的？

・現在の高レベル核廃棄物政策は前提がそもそも崩壊
・私たちはこれらの政策前提に合意したことがありますか？
・前提が誤った合意のない政策の推進＝政府と電力会社の責任回避
・責任回避のための政策の押し付けにより地域の分断が生じる！
→敬意と感謝の気持ちなんて持てっこない！無責任さへの怒りを！
→寿都の現状を知り、分断を乗り越える住民の努力に共感し、
連帯しよう！
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